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評価対象となる住宅において、①共通条件の下、②設計仕様（設計した省エネ手法を加味）で算定した値（設計一次エネル

住宅の一次エネルギー消費量基準の考え方

①共通条件（地域区分、床面積等）

ギー消費量）を、③基準仕様で算定した値（基準一次エネルギー消費量）で除した値が1以下となることを基本とする。

＜住宅の一次エネルギー消費量基準における算定のフロー＞

暖冷房エネルギー消費量 EsAC
②設計仕様 （省エネ手法を加味）

EAC
＋ •外皮の断熱化

暖冷房エネルギー消費量
＜負荷の削減＞＜効率化＞

＋

換気エネルギー消費量 EsV EV

＋
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備
効
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•外皮の断熱化
•日射の遮蔽・取得
•通風利用
•躯体蓄熱
•熱交換換気の採用

調光

換気エネルギー消費量

＋

＋

＋

照明エネルギー消費量 EsL

給湯エネルギー消費量 EsHW

EL

EHW

＋

率
の
向
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③
基
準
仕
様

•調光
•照明制御

•節湯型器具の採用
•浴槽の断熱化
•太陽熱温水器の設置

照明エネルギー消費量

給湯エネルギー消費量

＋

HW

家電等エネルギー消費量※１ EsETC

HW

＋

家電等エネルギー消費量※１

＋

•家電等は、省エネ手法を考慮しない。EETC

太陽光発電による再生可能エ
ネルギー導入量等※２ES

－

•太陽光発電設備等の設置

＜エネルギーの創出＞

ET ÷ EsT ≦ １ET 設計一次エネルギー消費量基準一次エネルギー消費量 EsT
※１ 家電及び調理のエネルギー消費量。建築設備に含まれないことから、省エネルギー手法は考慮せず、床面積に応じた同一の標準値を設計一次エネルギー消費量及び基準一次エネルギー消費量の両方に使用する。
※２ コージェネレーション設備により発電されたエネルギー量も含まれる。 1



例えば、東京の120㎡の戸建住宅の場合、高効率エアコン、高効率給湯器の設置等の省エネルギー手法を活用するこ

一次エネルギー消費量基準による計算例

①共通条件（東京、120㎡）

＜住宅の一次エネルギー消費量基準における算定のフロー＞

とにより、設計一次エネルギー消費量71.9GJ≦基準一次エネルギー消費量79.9GJとなり、基準を達成する。

②設計仕様③基準仕様

【断熱性能】
H11年基準相当

【断熱性能】
H11年基準相当

暖冷房エネルギー消費量

換気エネルギ 消費量

暖冷房エネルギー消費量 18.2GJ

換気 ネルギ 消費量 4 6GJ

【暖冷房】
高効率エアコン

【換気】

【暖冷房】
標準エアコン

【換気】
4 6GJ

17.6GJ

＋ ＋

照明エネルギー消費量 10.8GJ 8.2GJ

換気エネルギー消費量

照明エネルギー消費量

換気エネルギー消費量 4.6GJ

【照明】
白熱灯使用なし

気
標準タイプ

【照明】
白熱灯使用あり

気
標準タイプ 4.6GJ

＋

＋

＋

＋

20.4GJ 給湯エネルギー消費量給湯エネルギー消費量 25.2GJ
【給湯】

高効率給湯器

【家電等】

【給湯】
ガス従来型

【家電等】

＋ ＋

＋ ＋

太陽光発電による再生可
能エネルギ 導入量等

【家電等】
標準値

【家電等】
標準値

0GJ

21.1GJ 家電等エネルギー消費量家電等エネルギー消費量 21.1GJ

【太陽光発電】
設置なし

－

ET÷EsT＝0.9≦１

能エネルギー導入量等

設計一次エネルギー消費量基準一次エネルギー消費量 79.9GJ

0GJ

71.9GJ

設置なし
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既に一次エネルギー消費量による考え方が導入されている住宅トップランナー基準と異なり 床面積のばらつきの大きい注

床面積に応じた基準一次エネルギー消費量の算定方法

既に 次エネルギ 消費量による考え方が導入されている住宅トップランナ 基準と異なり、床面積のばらつきの大きい注
文住宅等も対象とするため、住戸の床面積に応じて一次エネルギー消費量の基準値を設定する。
基準値は原則として、延床面積または、「主たる居室」、「その他居室」、「非居室」の面積に応じて設定。

①延床面積（D）または、「主たる居室（A）」、「その他居室（B）」、「非居室（C）」の床面積を抽出。

分類 室用途 床面積（㎡）

主たる居室 LDK A

その他居室 寝室・子供室・和室等 B

非居室 浴室・トイレ・洗面所・廊下・玄関等 C

合計 D合計 D

１階平面図2階平面図

②床面積あたりの基準一次エネルギー消費量に床面積を乗じて、各設備の基準一次エネルギー消費量を算定。

＜基準一次エネルギー消費量の算定イメージ＞

基準 次エネルギ 消費量 ×A＋β×B＋ ×C 又は δ×D基準一次エネルギー消費量 ＝ α×A＋β×B＋γ×C 又は δ×D
α、β、γ、δ：床面積あたりの基準一次エネルギー消費量
A、B、C、D：室ごとの床面積
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暖冷房（居室間欠運転）及び照明のエネルギ 消費量は 各居室での設備使用時間等により大きく異なることから 「主た

床面積に応じた基準一次エネルギー消費量の設定

暖冷房（居室間欠運転）及び照明のエネルギー消費量は、各居室での設備使用時間等により大きく異なることから、「主た
る居室」「その他居室」「非居室」に区分して床面積あたりの基準値を設定。
給湯のエネルギー消費量は、居住人数に応じて変動することから延床面積に応じて居住人数を想定し、基準値を設定。

30

【暖冷房、照明、換気の基準エネルギー消費量（東京）】
25

暖冷房 照明 換気

【給湯の基準エネルギー消費量（東京）】
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0
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0
0 30 60 90 120

延床面積（㎡）

１人世帯 ２人世帯 ３人世帯 ４人世帯

※暖冷房（居室間欠運転）、照明の基準エネルギー消費量は、標準的な「主た
る居室」「その他居室」「非居室」の床面積の割合を想定した場合のグラ
フ。床面積の割合が異なる場合には、グラフの傾きが変動する。

※給湯の基準エネルギー消費量は居住人数1～4人をそれぞれ想定し、居住
人数を延床面積に対応させ、床面積に応じた基準値とする。
床面積と居住人数の関係は、「住宅・土地統計調査」結果をもとに設定。

相当 相当 相当 相当
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住宅・建築物におけるエネルギーの効率的利用に資する取組を評価する観点から、エネルギー利用効率化設備（太陽光

設計一次エネルギー消費量の算定におけるエネルギー利用効率化設備による発電量の評価

住宅 建築物におけるエネルギ の効率的利用に資する取組を評価する観点から、エネルギ 利用効率化設備（太陽光
発電等）による発電量のうち自家消費相当分のみを一次エネルギー消費量から差し引くこととする。

①建築設備 家電等の 次エネルギ 消費量合計を算定

＜太陽光発電設備による発電量の評価の場合＞

①建築設備・家電等の一次エネルギー消費量合計を算定

建築設備（暖冷房・換気・照明・給湯・昇降
機）に係る一次エネルギー消費量

その他の機器（家電・OA機器等）に
係る一次エネルギー消費量＋

床面積や室用途に応じ自

①太陽光発電を考慮しない場合の一次
エネルギー消費量の合計

外皮の断熱性や設備性能を評価して算定 床面積や室用途に応じ自
動的に算定

②太陽光発電量を算定
②太陽光発電量 地域ごとの日射量、パネルの角度、発電効率等により発電量を算定

③自家消費分を算定

＜非住宅建築物の場合＞
売電をする場合は自家消費量を０とし、売電をしない場合は

売電分

100%自家消費するものとする。

＜住宅の場合＞

住宅ごとに時間帯別の発電量と消費量を算出し、自家消費
分を算出

③自家消費分※

※建築物における創エネ 分を算出

（※）

太陽光発電量

電力消費量

④一次エネルギー消

※建築物における創エネ
分としてカウント

（※）将来的には、蓄電池を設置した場合には自家消費の増加分としてプラスで評価する方向で検討。

④ ①から③を差し引いて一次エネルギー消費量を算定

④ 次 ネルギ 消
費量
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外皮の熱性能に関する基準については、ヒートショックや結露の防止など、エネルギー消費量では評価されない適切な室内

一次エネルギー消費量による評価に加え外皮が満たすべき熱性能に関する基準

温度分布の確保の観点から設け、これまでの熱損失係数（Q値）に基づく基準を外皮平均熱貫流率に基づく基準に見直す。

住宅の省エネ基準適合率は住宅エコポイントにより、ようやく約５～６割に達したところであること、戸建住宅の約４割を供給
する中小工務店の適合率はその半分にも満たないと推測されることから、水準についてはH11基準程度とする。

従来の熱性能基準（ 値による基準） 改正後の熱性能基準（外皮平均熱貫流率による基準）

熱負荷（エネルギー負荷）の削減の観点から、Q値
（床面積あたりの熱損失量）による基準を採用。
Q値を満たす標準的な仕様（設計 施工及び維持保

一次エネルギー消費量の算定の過程において、熱負荷
（エネルギー負荷）の削減によるエネルギー消費量の削
減は評価されるため 外皮の熱性能に関する基準として

従来の熱性能基準（Q値による基準） 改正後の熱性能基準（外皮平均熱貫流率による基準）

Q値を満たす標準的な仕様（設計、施工及び維持保
全の指針）を提示。

減は評価されるため、外皮の熱性能に関する基準として
は、外皮平均熱貫流率による基準を採用。

総熱損失量

床面積

総熱損失量※

外皮表面積

外皮平均

熱貫流率
Q値 ＝

. .

＝

●熱損失により必要となるエ
ネルギー量を評価する指標

●外皮の断熱性を評価
する指標

●規模の大小や住宅の形状にかかわらず同一の基準値
（外皮平均熱貫流率）を適用。

●小規模住宅など 値を満たす断熱材 施 が困難な

●小規模住宅及び複雑な形状の住宅では、床面積に
対する外皮表面積の割合が大きいため、Q値を満た
すために30㎝超の断熱材の施工が必要となるケース

課題 対応

●小規模住宅など、Q値を満たす断熱材の施工が困難な
場合には、設備による省エネで基準の達成が可能。

すために30㎝超の断熱材の施工が必要となるケース
もある。（現行基準は小規模住宅用の基準値を導入）

6
※換気及び漏気によって失われる熱量は含まない。



これまでの知見の蓄積を踏まえ 断熱 日射取得 遮蔽の基準が地域の気候風土によっては 暖房・冷房

外皮の熱性能に関する基準の合理化

これまでの知見の蓄積を踏まえ、断熱、日射取得、遮蔽の基準が地域の気候風土によっては、暖房 冷房
のエネルギーの削減に逆効果を与える影響を考慮し、外皮の断熱性能及び日射遮蔽性能に関する基準
等を合理化する。

８（旧Ⅵ）地域（蒸暑地）においては、冷房エネルギー消費の割合が大きく、外皮の断熱性能の向上がエネルギー消費の増加につながること
から、断熱性能を求めないこととする。

１～４（旧Ⅰ～Ⅲ）地域（寒冷地・準寒冷地）においては、日射遮蔽性能の向上が冬期の日射取得を削減し、エネルギー消費の増加につなが
ることから、日射遮蔽性能を求めないこととする。

【外皮の断熱等に関する基準の変更点】

＜現行の省エネルギー基準＞

地域区分
（ ）内は旧分類

１
（Ⅰa）

２
（Ⅰb）

３
（Ⅱ）

４
（Ⅲ）

５
（Ⅳa）

６
（Ⅳb）

７
（Ⅴ）

８
（Ⅵ）

断熱性能 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

＜現行の省エネルギ 基準＞

日射遮蔽性能 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○

＜改正後の省エネルギ 基準＞

地域区分
（ ）内は旧分類

１
（Ⅰa）

２
（Ⅰb）

３
（Ⅱ）

４
（Ⅲ）

５
（Ⅳa）

６
（Ⅳb）

７
（Ⅴ）

８
（Ⅵ）

断熱性能 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ －

＜改正後の省エネルギー基準＞

日射遮蔽性能 － － － － ○ ○ ○ ○
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